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要約 


企業 間 競 争 が 激化 する 中 で 、 製 品 ・ サ ービス の 差別 性 を 生み だ す 人 間 の 創造 的 
活動 が 、 企 業 の 持続 的 発展 を 左右 する よう に な っ て いる 。 創造 的 活動 の 成果 で ある 
知 的 資本 (ntellectual Capital) は 、 経 営 資源 全体 に 占め る 比重 が 高まっ て お り 、 企 
業 内 で いか に 知 的 資本 を 創造 、 活 用 し て いく の か が 問わ れ て いる 。 

知 的 財産 (Intellectual Property) は 、 知 的 資本 の 主要 な 構成 要素 の 1 つ で 、 研 
究 開 発 投資 に より 創造 され た 特許 ・ 著 作 権 ・ 商 標 ・ 企 業 秘密 な ど を 言う 。 

技術 を ベー ス と し て 事業 を 行う 研究 開発 型 企 業 に お いて 、 研 究 開発 投資 を 確実 

に 企業 価値 に 結び つけ て いく た め に は 、 知 的 財産 及び その 創造 プロ セス を 重視 し た 


技術 経営 の 実践 が 不可 欠 と な っ て いる 。 知 的 財産 マネ ジメント が 技術 経営 に お いて 
た し 2 る 主 な 役割 と し て は 、 研 究 開発 段階 に お ける “研究 開発 効率 向上 "や 事業 
化 段 階 に お ける “権利 化 に よる 市 場 コ ント ロー ル ” な ど を 挙げ る こと が で きる 。 

知 的 財産 マネ ジメント は 、 知 的 財産 部 門 の み の 部 分 最適 を 目指 す だ け で は な く 、 
最終 的 な 産業 化 に 向け て 、 技 術 経営 戦略 と 骨 歯 が な いよ う 、 企業 と し て の 全体 最適 


4g 


ya 


を 目指 す 必 要 が ある 。 

技術 経営 に お いて 知 的 財産 マネ ジメント が 有効 に 機能 する た め に は 、 知 的 財産 部 
門 と 経営 トッ プ が 近い 関係 で ある こと は も ちろ ん 、 知 的 財産 部 門 と 研究 開発 、 

ティ ング な ど 部 門間 が 垣根 を 越え て 有効 な 関係 を 築け る よう な 組織 整備 が 求め られ 


る 。 


は じ め に 


技術 経営 (MOT:Management of Technology) と は 、 技 術 を ベー ス と し て 事業 を 行 


組織 の 持続 的 発展 の た め に 、 自 社 の 技術 を 余す と ころ な く 事 


2 研究 開発 型 企業 が 、 


業 成果 に 結び つけ 、 企 業 価値 を 創造 する こと で ある 。 この 技術 経営 を 実践 し て いく 


こめ に 欠か せな い 要 素 が 、 知 的 財産 (Intellectual Property) で ある 。 
知 的 財産 と は 何 か 。 知 的 財産 基本 法 (平成 14 年 法律 第 122 号 ) 第 二条 に よる と 
「 発 明 、 考 案 、 植 物 の 新品 種 、 意 匠 、 著 作物 その 他 の 人 間 の 創造 的 活動 に より 生 


み 出 され る も の (発見 又は 解明 が され た 自然 の 法則 又は 現象 で あっ て 、 産 業 上 の 利 


用 可能 性 が ある も の を 含む )、 商 標 、 商 号 そ の 他 事 業 活動 に 用 いら れる 商品 又は 役 


務 を 表示 する も の 及び 営業 秘密 その 他 の 事業 活動 に 有用 な 技術 上 又は 営業 上 の 


情報 」 と 定義 され て いる 。 要約 する と 、(1) 人 間 の 創造 的 活動 に より 生み 出さ れる も の 


で 、(2) 事 業 活動 に 有 月 


世界 的 な 企業 間 競 


生み 出す 人 間 の 創造 


日 な 技術 上 又は 営業 上 の 情報 と いう こと に な る 。 


が 激化 する 中 で 、 差 別 性 の ある 製品 ・ サ ービス を 絶え 間 な く 


的 活動 が 、 研 究 開 発 型 人 在 業 に お いて 生き 残り の カギ と な っ て 


いる 。 製品 ・ サ ービス の 差別 性 を 考え 出す 創造 的 活動 、 さ ら に は 、 そ の 成果 で ある 知 
的 財産 を 重視 し た 技術 経営 の 実践 が 不可 欠 と な っ て いる 。 

本 章 は 、 ま ず 企 業 の 経営 資源 と 知 的 財産 に つい て 概観 し た 上 で 、 技術 経営 に お 
ける 研究 開発 投資 か ら 産 業 化 と いう 一 連 の 事業 プロ セス に お いて 、 知 的 財産 マネ ジ 


メン ト が 上 果 た すべ き 役 害 


| に つい て 論じ る 。 


第 1 節 企業 の 経営 資源 と 知 的 財産 


企業 の 経営 資源 と いう と 、 工 場 、 本 社 ビル 、 資 金 な ど “ 目 に 見 える "資産 が まず 思 


OŽP, し か し 、 近年 、 
る 無形 資産 (Intangible) が 、 企 業 の 価値 を 大 きく 左右 する よう に な っ て いる 。 


こう し た "“ 目 に 見 える” 資産 より も 、“ 目 に 見 えな い ” 資 産 で あ 


無形 資産 と は 、 物 理 


的 


し な い 将 来 の ベネ フィ ッ ト に 


有 態 ま た は 金融 商品 と し て の 形態 (株 券 ま た は 債券 ) を 有 
対す る 請求 権 で あり 、 無 形 資産 、 知 的 資本 (Intellectual 


Capital), 知識 資産 (Knowledge Assets) と いう 用 語 は 、 相 互 互換 的 に 使用 


る 。 (Lev(2001), p.5)。 本 章 で は 、 物 理 的 形態 また は 金融 商品 と し て の 形態 


され て い 
を 有 し な 


い 将 来 の ベネ フィ ッ ト に 対す る 請求 権 に つい て 、「 知 的 資本 」 と いう 用 語 で 統一 す 


る 。 
知 的 財産 は 、 図 1 の 通り 、 こ の 知 的 資本 の 主要 な 構成 要素 の 1 つ 
Sullivan(2000) の 分 類 に よる と 、 知 的 資本 は 人 的 資本 や 知 的 資産 な ど で 構 


で ある 。 
成 さ れ 、 


人 的 資本 と は 、 経 営 陣 と 従業 員 に よる 暗黙 の 知識 、 す な わ ち 、 経 験 ・ ノ ソウ ハウ ・ ス キ 


ル ・ 創 造 す る カカ な ど 、 知 的 資産 と は 、 プ ログ ラム ・ 発 明 ・ プ ロ セ ス ・ デ ー タ ベー 


論 ・ 文 書 ・ 図 面 ・ だ デザ イン な ど と され る 。 さら に 、 知 的 財産 は 、 知 的 資産 の 内 
著作 権 ・ 商 標 ・ 企 業 秘 密 な ど 法 律 で 保護 され た も の と され る 。 法律 で 保護 さ 


ス ・ 方 法 
、 特 許 ・ 
れ た も の 


に つい て は 、 知 的 財産 権 と いう こと も 多い が 、 本 章 で は 、 Sullivan(2000) に 従い 、「 知 


的 財産 」 と いう 用 語 で 統一 する 。 


企業 の 経営 資源 と し て 注目 され て いる 知 的 資本 (無形 資産 ) だ が 、 有 形 資産 に 史 
敵 、 企 業 に よっ て は それ を 上 回 る 価値 が ある と の 推計 が ある 。 経済 産業 省 は 、 株 式 
時 価 総 額 と 負債 と の 合計 額 を 企業 の 市 場 価値 と し 、 こ の 市 場 価値 か ら 有 形 資産 を 
差し 引い て 、 知 的 資本 の 価値 を 推計 する 方 法 で 、 東 京 証券 取引 所 上 場 企業 の 知 


的 資本 の 割合 を 推計 し て いる 。 


それ に よる と 、2003 年 3 月 期 に お ける 知 的 資本 の 市 場 価値 総額 に 占め る 割合 は 、 


37.896 と いう 結果 と な っ た 。 (経済 産業 省 (2004)『 通 商 白 書 』、61 頁 )。 株 式 市 場 が 


低迷 し て いる 2003 年 3 月 期 に お いて さえ 、 知 的 資本 は 、 企 業 の 全 経 営 資源 の 40% 


近く を 占め て いる こと に な る 。 また 、 有 形 資産 と 比較 し て 株 式 時 価 総 額 が 高 


い マ イク 


ロ ソ フト な どの IT 関連 企業 な ど に お いて は 、 知 的 資本 が 全体 90% を 超え る と ころ も あ 


る 。 


知 的 資本 (無形 資産 ) に つい て 、Lev(2001) は 、 グ ロー バリ ゼー ショ ン 、 規 1 


DUET SUN 


技術 革新 に よっ て 引き 起こ され る 企業 間 競 争 に 勝ち 抜く カギ で ある と し て 、 そ の 重要 


性 を 指摘 し て いる ( 図 2)。 激化 する 企業 間 競 争 の 中 、 企 業 は 、 イ ノ ベ ー シ ョ ン 、 社外 


化 、 情 報 技術 の 積極 的 活用 な ど 抜 本 的 な 変革 が 求め られ て お り 、 こ うし た 競争 力 の 


源泉 と し て 、 大 きく 3 つの 「 知 的 資本 と その 創造 プロ セス 」 を 挙げ て いる 。 


図 1 知 的 資本 と その 主 な 構成 要素 


知 的 資本 
ーーー 人 的 資本 — — 知 的 資産 
・ プ ログ ラム ・ 方 法論 
-ZBH 文書 
. 経 上 ・ プ ロ セ ス 図面 
om ・ デ ー タ ベー ス ・ テ ザイ ン 
・ ス キル 
・ 創 造 す る カ 
「ーーー 知 的 財産 一 ーー 


* 特 許 権 ERE 
商標 権 企業 秘密 


出典 : Sullivan Patrick H.(2000) Vajue-driven Intellectual Capital : How to 
Convert Intangible Corporate Assets into Market Value , New York, N.Y :J 


Wiley, p.18. 


図 2 知 的 資本 が 注目 され る 背景 


激化 する 企業 間 競 
(グロ ー バ リゼ ーション 、 規制 緩和 、 技術 革新 を 含む ) 


企業 の 抜本 的 な 変革 
(イノ ベー ショ ン 、 社 外 化 、 情 報 技術 の 重点 的 利用 を 重視 ) 


イノ ベー ショ ン に | | 人 的 資源 に 関す る | | 組織 に 関す る 
関す る 知 的 資本 知 的 資本 知 的 資本 


出典 :Lev Baruch(2001)/ntangibles: Management, Measurement, and 


Reporting, Washington, D.C., Brookings Institution Press, p18. 


第 1 に 、 研 究 開発 投資 と その 結果 生み 出さ れ た 成果 物 が 法 的 に 保護 され た 形態 


で ある 特許 権 ・ 営 業 秘密 ・ 著 作 権 な ど 技術 革新 に よっ て 生み 出さ れる 「 イ ノ ベ ー シ ョ 


ン に 関す る 知 的 資本 と その 創造 プロ セス 」 、 第 2 に 、 ブ プラ ンド ・ 組 織 構 造 な ど プ ロ セ 


ス ・ 資 金 調達 ・ 顧 客 開拓 と いっ た ネッ トワ ー ク な ど 組 織 形 態 に よっ て 生み 出さ れる 「 組 


織 に 関す る 知 的 資本 と その 創造 プロ セス 」、 最 後に 、 経 営 陣 、 従 業 員 な どの 人 的 資 


源 に よっ て 生み 出さ れる 戦略 ・ ス キル ・ オ ペレ ーション スキ ル ・ 能 力 ・ 意 欲 な ど 「 人 的 


資源 に 関す る 知 的 資本 と その 創造 プロ セス 」 で ある 。 


これ ら の 知 的 資本 と その 創造 プロ セス は 、 そ れ ぞ れ 技 術 経営 の 実践 に お いて 重視 
すべ き 経 営 
資本 と その 創造 プロ セス 」、 すなわち 知 的 財産 と 知 的 財産 創造 プロ セス に 焦点 を あ 


題 で や る が 、 本 章 で は 、 こ れ ら 三 つ の 内 「 イ ノ ベ ー シ ョ ン に 関す る 知 的 


ali 
E 


て 論じ る 。 


コラ ム 研究 開発 投資 効率 の 低下 し た 90 年 代 の 日 本 企業 


知 的 財産 が 脚光 を 浴び て いる 原因 の 1 つ は 、 日 本 企業 の 研究 開発 投資 効率 低 


下 へ の 懸念 が ある 。 図 3 は 、OECD 主要 諸国 に お ける 民間 企業 の 研究 開発 投資 効 


率 を 比較 し た も の で ある 。 横 軸 は 「 民 間 人 研究 開発 投資 の 対 売上 高 比率 の 変化 」 縦 


軸 は 「 経 済 成長 に お ける 技術 進歩 等 の 貢献 度 (MFP) の 変化 」 を 示し て いる 。 MFP 


(Multi Factor Productivity) と は 、 経 済 成長 の 要因 を 「 資 本 要因 」「 労 働 要 因 」「 そ 


の 他 の 要因 」 に 分 けた 際 の 「 そ の 他 の 要因 」 の こと で 、 経 営 慣行 や 組織 の 再編 、 財 


や サー ビス の 生産 効率 の 改善 に 影響 を 受け る と され 、 イ ノ ベ ー シ ョ ン を 示す 指標 と も 


言わ れる 。 


図 3 民間 研究 開発 投資 と 経済 成長 (80 年 代 に 対す る 90 年 代 の 比較 ) 
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民間 研究 開発 投資 の 対 売上 高 比率 の 変化 


出典 : OECD(2001) 5c7e ヵ ce, Technology and Industry Outlook, OECD 


Publication Service, p.54 


80 年 代 か ら 90 年 代 に か け て 、 
し た に も か か わら ず 、 経 済 成長 に お ! 
OECD 諸国 を 見 る と 、 北 欧 
究 開 発 投資 比率 、 経 済 成長 に お ( 


fuv wg EI 


究 開 発 投資 比率 、 経 済 成 】 
こ 、 売 上 高 に 占め る 研究 開発 投資 比率 が 下がっ て いれ ば 、 経 


ドイ ツン 、 英国 の よう 【 


済 成長 に お ける 技術 進歩 等 
多額 の 研究 開発 費 を か け な が ら 、 


率 を 伸 ば 


国 の フィ ン ラ ンド 、 


経済 成長 に お ける 技術 進歩 


ミミ 献 度 が 下がっ て も 」 
最終 的 な 価値 創造 


ーー 


E の 貢献 度 が 低下 し て いる 。 
こ 占 め る 研 
E に 大 きく 増加 、 米 国 、 
よ ほ と ん ど 変 ちな いも の の 、 
若干 増加 、 ド イツ は 、 売上 高 に 占め る 研 
に 低下 させ て いる 。 


本 は 、 


こ 結 びび つい てい ない の で ある 。 


第 2 節 技術 経営 に お ける 知 的 財産 の 役割 


技術 経営 に 
うか 。 


形成 する こと の 重要 1† 


知 的 財産 を 経営 に どの よう に 


る 知識 経営 
技術 経営 
た も の が 、 


の 事業 段 B 


図 4 で ある 。 


活用 する か に 
戦略 な いし 研究 開発 力 の 梓 内 で と ら え 、 イノ ベー ショ ン 能 力 を 組織 に 


研究 、 製 品 開発 、 
形成 する 産業 化 を 
産業 化 ま で の 段階 
と 事業 化 段 階 
fn 


nl 
4g 


ES 
指す 。 


Ep 


の 2 つ 【 


LOF Bep 


に つい て は 様々 な 分 類 


成果 を も と に 、 製品 
利 化 後 を 製品 開発 段階 に 
販売 
る 。 知 的 財産 サイ クル に 


し AN eS ググ 


図 3 で 示し た よう に 
開発 段階 に 
製品 開発 、 
ある 。 一 方 、 


、2 つ の 段 


お いて は 、 


事業 化 段 階 


に 作り 込む 段 


分 ける こと が で きる 。 また 、 
売 を 行い 、 一 定規 模 の 新た な 

お ける "創造 "“ 保 護 "1 
活用 "は 研究 開発 段階 の 製品 開発 段階 以降 、 


皆 を 経て 、 最 


お いて 、 知 的 財産 マネ ジメント の 果たす べき 役 
知 的 財産 に つい て は 、“ 創 造 " 保 護 ” 活 月 


"VC, [i 


実践 の 重要 性 を 指摘 し て いる (p.26)。 
間 と "創造 “保護” 活 


技術 経営 の 一 般 的 な 


終 的 に 


が 可能 で ある が 、 
こ 分 け て 考え る 。 研究 開発 段階 と 
旨 で 、 知 的 財産 の 権利 化 前 を 基礎 研究 段階 、 
事業 化 段 階 と 


ほ 業 段階 は 、 研 究 投資 に ぁ 
一 定規 模 の 新た な 市 場 を 


本 章 で は 、 
は 、 基 


B 


EKA 


お ける 基 


階 に お いて は 、 そ れ ぞ れ 一 
研究 シー ズ 発 掘 や 新 技術 開発 、 


に お いて は 、 製 造 、 マ ー ケ ティ ング 、 販 売 、 


人 事 マ ネジ メン ト 、 知 的 財産 マネ ジメント な ど が ある 。 
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事業 化 段 階 と な る 。 


割 は いか な る も の で あろ 
"の 知 的 財産 サイ クル の 好 循 環 を 
生 が 指摘 され て いる ( 知 的 財産 戦略 本 部 (2005)、3 E). 。 ま た 、 
(2003) は 知 的 財産 を 企業 


埋め 込み 高め 


用 "の 知 的 財産 サイ クル の 関係 を 示し 
台 まり 、 基礎 


H 


研究 開発 


礎 研 究 及 びそ の 


TE 


は 、 製 品 を 製造 
成す る まで の 段階 で あ 
は 研究 開発 段階 


TE ro EE 


連 の 主 業務 が ある 。 WE 
試作 品 開発 か ら 最 


終 的 な 


市 場 


こう し た 主 業 務 を 側面 か ら サ ポー ト す る 支援 業務 と し て 、 イ ン フ ラ 整 


2 成 な ど で 


備 や 


図 4 技術 経営 の 事業 段階 と 知 的 財産 サイ クル 


( 
イン フラ i 
l 
AX | 
A マネ ジメント | 
$ ^ | 
務 | 
| 
| 
Hl BE al . = ER x» 
anue MM 創造 D 保護 | 】 活 用 i- 

I 
| 

$5 研究 シー ズ 発 掘 | ・ 試 作品 開発 ・ マ ー ケ ティ ング 

・ 新 技術 開発 | 製品 開発 ・ 販 売 
| . 市 場 形成 
| 
| 
研究 開発 段階 事業 化 段 階 事業 段階 
(基礎 研究 ) (製品 開発 ) 


図 3 を 全 隊 する と 、 知 的 財産 マネ ジメント が 知 的 財産 部 門 に お いて の み 完 結 さ れる 
業務 で は な く 、 技 術 経営 の 各 事 業 段階 に お いて 、 主 業務 と 密接 に 連携 を 図る 必要 
が ある こと が わか る 。 知 的 財産 マネ ジメント は 、 知 的 財産 の “創造 "“ 保 護 ”“ 活 用 "と い 
う 孤立 サイ クル の 循環 だ け 、 す な わ ち 知 的 財産 部 門 内 の 部 分 最適 を 目指 す だ け で 
は な く 、 最 終 的 な 産業 化 に 向け て 、 技術 経営 戦略 と 詞 歯 が な いよ う 、 企業 と し て の 全 


体 最 適 を 目指 す 必 要 が ある 。 
で は 、 知 的 財産 マネ ジメント は 技術 経営 の 各 事 業 段階 に お いて 、 い か な る 役割 を 


果たす べき か 。 様々 な 役割 が あろ う が 、 本 章 で は 、 研 究 開 発 段 階 に お ける “研究 開 


発効 率 向上 "と 事業 化 段 階 に お ける “権利 化 に よる 市 場 コ ント ロー ル ” と いう 2 つの 役 
割 に つい て 取り 上 げ る 。 
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第 


3 節 研究 開発 効率 向上 


研究 開発 段階 に お いて 知 的 財産 マネ ジメント が 上 果たし 2 うる 役割 の 1 つと し て 、 “研究 
開発 効率 向上 "が あろ 2 う 。 具体 的 に は 、(1) 権 利 侵害 に よる 損害 賠償 請求 等 の リス ク 


H 


る 。 


3 


WES, (2) B. £E OO 98 A: 98 み 分 析 、(3) 最 終 市 場 ニ ーー ズ 分 析 等 を 


お 
り 、 
財 


A 
H 


A 


ライ セン シン グ に する の か 、 ま た ライ セン シン グ に 


全て を 権利 化す る 必要 は な い 。 また 、 権 利 化 後 は 


いて 、 知 的 財産 部 門 は 、 知 的 財産 の “保護 " 活 


qd 


げ る こと が 出来 


E ず 、 研 究 開 発 段階 に お ける 知 的 財産 マネ ジメント を 概観 する 。 研究 開発 段階 に 


方 法 を 検討 する 。 図 5 の と お 


知 的 財産 は 、 ま ず 、 権 利 化 すべ きか どう か を 判断 する 必要 が ある 。 これ は 、 知 的 


産 を 活用 し た 製品 が 市 場 に 出回る こと に よっ て 、 


その 技術 の 内 容 が どの 程度 、 競 


に 知ら れ て し まう の か の 判断 に よる 。 営業 秘密 と し て 社内 で 管 理 す る こと も 可能 で 


3 社 に よる 独占 的 利 


用 に する の か 、 


クロ スラ イセ ン シ ン グ か と いう 選択 肢 が ある 。 
知 的 財産 マネ ジメント は 、 ど の 知 的 財産 を も と に 製品 化し 、 ど の 知 的 財産 を ライ セ 


ン シ ン グ す る の か な ど 技 術 経営 


数 


CS 


A 


つい て は 、 一 方 的 ライ セン シン グ か 、 


全体 の 戦略 的 方 針 決定 に 不可 欠 な 情報 を 提供 する 。 


ある 知 的 財産 か ら 、 自 社 に よる 独占 的 利用 に 資す る 知 的 財産 を 選び 出す に 際 し 


知 的 財産 部 門 は 重要 な 情報 提供 者 と な る 。 こ 


の 知 的 財産 ・ 技 術 動 向 を 徹底 的 に 調査 し 、 自 社 


F 


の た め 、 知 的 財産 部 門 は 、 全 世 
や 競合 の 知 的 財産 ・ 技 術 動 向 


を 検討 する 。 その 上 で 、 自 社 の 強み ・ 弱 み 、 最 終 市 場 ニ ー ズ や リス ク 要 因 を 分 析 す る 。 
た だ 、 こ うし た 情報 が 技術 経営 の 意思 決定 に お いて 活か され る 為 に は 、 知 的 財産 部 


PH 


知 的 財産 ・ 技 術 動向 調査 は 、 ま ず 、 様々 な リス ク 
で 多額 の 資金 を 投入 し て 獲得 


は 経営 トッ プ と 近い 立場 に いる 必要 が ある 。 


HET ERA S. 例え ば 、「 自 社 


し た 基礎 研究 の 成果 が 、 他 社 に よっ て 既に 知 的 財産 


と し て 権利 化 さ れ て いる 」 と いっ た 無駄 な 基礎 研究 投資 を 行う リス ク の 回 避 や 、「 開 発 


し た 製品 が 他社 の 知 的 財産 を 侵害 し て いる こと を 知ら ず に 販売 し 、 後 か ら 損 害 賠償 


請求 され る 」 と いっ た 損害 賠償 リス ク を 回 避 す る こと 【 
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に つなが る 。 


図 5 知 的 財産 の “保護 ”“ 活 用 "プロセス 


知 的 財産 


kk 
Lis 
z 
ES 
pit 
E 
zs 


自社 に よる ライ セン シン グ 
独占 的 利用 


クロ ス 一 方 的 な 
ライ セン シン グ || ライ セン シン グ 


独占 実施 権 | 通常 実施 権 
付与 付与 


次 に 、 知 的 財産 ・ 技 術 動向 調査 は 、 自 社 と 競合 の 知 的 財産 ・ 技 術 動 向 か ら 、 自 
社 の 強み と 弱み を 認識 で きる 。 知 的 財産 ・ 技 術 面 で 自社 の 弱い 領域 に つい て は 、 


将来 の 収益 性 も 低い と 考え られ 、 研 完 開 発 投資 を 抑制 する 。 ま た 、 自 社 の 強い 領域 
に お いて 、 知 的 財産 ・ 技 術 動 向 を 見 極め な が ら 逆 に 研究 開発 を 強化 する な ど 、 研 


究 開 発案 件 の “選択 と 集中 "が 可能 と な る 。 大 手 精密 機器 メー カー・ キ ヤノ ン な ど 知 


的 財産 に 力 を 入れ て いる 企業 に お いて は 、 特 定 の 分 野 に お いて 知 的 財産 の 権利 化 


を 集 中 させ 、 他 を 凌 福 する 優位 性 を 確立 し (経済 産業 省 (2003)、20 頁 )、 研 究 開 発 
効率 向上 を 実現 し て いる 。 


最後 に 、 知 的 財産 ・ 技 術 動向 調査 に よっ て 、 自 社 が 目指 すべ き 最 終 製品 市 場 ニ 
ー ズ を 分 析 する こと が で きる 。 最終 市 場 ニ ー ズ に 基づき 強化 すべ き 研 究 開 発 分 野 を 


新た に 設定 し 、 重 点 的 な 研究 開発 を 行う こと が 可能 で ある 。 こう し た 点 に お いて 、 知 
的 財産 ・ 技 術 動向 は 、 最 終 製品 市 場 ニ ー ズ を 映し 出す いわ ば 代理 変数 と 考え る こ 
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最終 市 場 ニ ー ズ を 明確 化 ・ 共 有 化 し た 上 で の 研究 開発 は 、 技 術 経営 の 重要 な 要 


素 で ある 。 R 1 は 、 知 的 財産 を ベー ス と し た 事業 を 行う 研究 開発 型 中 小 ・ ベ ンチ ャ ー 


企業 を 対象 と し て 、 事 業 化 段 階 毎 の 経営 状況 と 主要 な 技術 経営 の 取組 み と の 相関 


を 示 し た も の で ある 。 技術 経営 の 取り 組み に つい て は 、 市 場 ニ ー ズ を 文章 や チャ ー ト 
な ど で 明 確 に 示し 、 社 内 で 共有 化す る 「 市 場 ニ ー ズ の 明確 化 及び 社内 共有 」「 知 的 


財産 重視 」「 ト ッ プ ダウ ン 経 営 」「 事 業 化 ま で の 指針 と な る 独自 の ロー ド マ ッ プ 作 成 」、 


中 


「 ス ピー ド 重 視 経営 」 の 5 つ 、 ま た 、 事 業 化 段 階 に つい て は 、 各 段階 の 経営 状況 に 


つい て の それ ぞ れ の 企業 の 評価 で ある 。 


表 1 事業 段階 の 経営 状況 と 主要 な 技術 経営 の 相関 


研究 開発 段階 
製品 開発 事業 化 段階 
市 場 ニ ー ズ ye * 


*** 1% 水準 で 有意 (両側 ) ** 5% 水準 で 有意 (両側 ) * 10% 水準 で 有意 ( 両 
側 ) N=47 
出典 : 桐 畑 哲 也 (2005)「 新 技術 ベン チャ ー に お ける デス バレ ー 現 象 」『JAPAN 
VENTURES REVIEWJNo.6、 日 本 ベン チャ ー 学 会 、 を 一 部 省略 、 加 筆 し て 再 作 


成 。 


基礎 研究 、 製 品 開発 が 順調 な 企業 は 、「 市 場 ニ ー ズ の 明確 化 及 び 共 有 化 」 に 向 


けた 取組 み に 力 を 入れ て いる こと が 、 表 1 か ら 分 か る 。 知 的 財産 ・ 技 術 動 向 は 、 最 終 


市 場 ニ ー ズ を 分 析 す る た め の 貴 重 な 情 報 ツ ソー ス で あり 、 有 効 に 活用 する こと で 、 研 究 
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開発 投資 効率 性 向上 、 最 終 的 な 企業 価値 増大 に 寄与 する 。 


第 4 節 権利 化 に よる 市 場 コ ント ロー ル 


事業 化 段 階 に お いて 知 的 財産 マネ ジメント が 果たし うる 大 き な 役 割 の 1 つと し て 、 
権利 化 に よる 市 場 コ ント ロー ル が あろ う 。 知 的 財産 に よる 独占 排他 権 は 、 有 力 な 武 


器 で ある 。 この 武器 を 使っ て 自社 の 市 場 シ ェ ア を 維持 し 、 他 社 に よる 技術 の 模 位 ・ 容 
用 な ど を 管理 する こと が 出来 る 。 事業 化 段階 は 、 出 来 上 が っ た 製品 を 製造 、 販 売 し 、 


一 定規 模 の 新た な 市 場 を 形成 する まで の 段階 で や る が 、 こ こ で は 、 主 業務 の 1 つ で 


ある 技術 マー ケティング に お ける 知 的 財産 マネ ジメント の 役割 に つい て 論じ る 。 


まず 、 技術 マー ケティング の 特徴 を 概観 する 。 Rogers(1962) は 、 新 し い 製品 の 普及 


過程 を 社会 的 な 視点 か ら 分 析 し 、 イ ノ ベ ー シ ョ ン の 普及 モデ ル を 論じ し て いる 。 導入 か 
ら 普 及 ま で の 過程 が 、 新 技術 に 基づく 製品 を 求め る 革新 者 (Innovators) 、 新 製品 
が 持つ 利点 を 積極 的 に 理解 し 採用 する 初期 採用 者 (Early Adopter) 、 価格 と 品質 
の バラ ンス を 重視 する 前 期 多 数 派 (Early Majority) 、 皆 が 使用 する こと で 安心 し て 


採用 する 後期 多数 派 (Later Majority), 、 そ し て 保守 的 停滞 者 (Laggards) の 5 つ に 


分 け て いる 。 
Moore(1991) は 、 こ の 内 、 初 期 採用 者 と 前 期 多 数 派 の 間 に は 大 き な 溝 が あり 、 こ の 
[E 


[を キャ ズム (Chasm) と 呼ぶ と 共に 、 キ ャ ズム に 陥ら な いた め に は 製品 中 心 の 人 


m» 


観 の 転換 が 必要 で ある と 指摘 し て いる ( 図 6), 
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図 6 イノ ベー ショ ン の 採用 時 期 


に 基づく 採用 者 の カテ ゴリ ー 化 


出典 :Moore Geoffrey A.(1991) Crossing the Chasm: Marketing and Selling 


High-Tech Products to Mainstream Customers, New York, N.Y. : Harper 


Business, p.17. 


Moore(1991) は 、 キ ャ ズム を 越 える こと が 日 


に お ける 人 工 知能 技術 を 例 に 挙げ て いる 。 


支持 され た に も か か わら ず 、 前 期 多数 派 の 支持 を 得る こと が 出来 な か っ た 。 その 背 


日 来 な か っ た 失敗 事例 と し て 、1980 ER 
人 工 知能 技術 は 、 初 期 採用 者 に 強力 に 


景 に は 、 人 工 知 能 技術 を 稼動 きせ る た め の ハ ー ド ウェ ア に 対す る サポ ー ト の 不足 、 既 


存 の シス テム に イン テグ レー ト さ せる た め の 


スキ ル の 欠如 、 確 立 さ れ た デザ イン 方 法 


論 の 欠如 な ど が ある と され 、 製 品 中 心 の 価値 観 の 転換 が 課題 で や っ た と 指摘 する 。 


技術 マー ケティング の 一 般 的 流れ は 、 ま ず 比 較 的 新た な も の を 受け 入れ る 革新 者 、 


初期 採用 者 に アプ ロー チ し 、 こ れ ら の セグ メン ト の 一 定 の 評価 を 得 な が ら 、 前 期 多 数 
派 、 後 期 多 数 派 へ の 浸透 を 図る と いう も の で ある 。 


し か し 、 革新 者 、 初 期 採用 者 へ の 普及 に 


お いて 、 知 的 財産 の 権利 化 が 寄与 する こ 


と は ほとん ど な い 。 革新 者 、 初 期 採用 者 は 、 技 術 そ れ 自 体 に 興味 と 関心 が あり 、 知 


的 財産 が 権利 化 さ れ て いる 製品 と いう 理由 


で 購入 する わけ で は な い 。 


知 的 財産 の 権利 化 が 、 技 術 マ ー ケ ティ ング に お いて 力 を 発揮 する の は 、 前 期 多数 


派 以降 、 す な わ ち 一 定 程 度 の 市 場 規模 が 


見 込め る 段階 以降 で ある 。 知 的 財産 に よ 


ーー 


っ て 、 競 合 の 市 場 参 入 を 阻む こと が 出来 れ ば 、 市 場 シ ェ ア の 確保 と いう 点 で 武器 と 
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な る 。 また 、 競 争 の 激化 に よる 価格 の 下落 を 未然 


格 の コン トロ ー ル の 役割 も 果たす 。 


し か し 、Moore(1991) が 初期 採 


また 、 市 場 シ ェ ア の 一 部 を 譲る こ 


の 拡大 を 優先 する こと を 検 


中 心 の 価値 観 の 転換 を 指摘 する よう に 、 前 
技術 力 と いう 要素 だ け で は な く 、 様 々 な サポ ー ト 、 関連 
に な る 他社 
討 す る 必要 も ある 。 いく 6 ら 知 的 財産 を 権利 化し て いて も 、 


に 防ぐ と こと も 出来 、 


市 場 の 広がり が な けれ ば 、 そ も そ も 参 入 障 璧 を 構築 する 意味 が な い 。 


か “権利 化 に よる 市 場 コ ンー トロール” な の か 、 


知 的 財産 は 価 


者 と 前 期 多 数 派 の 間 の 溝 を キャ ズム と 呼 び 、 
期 多数 派 へ の 浸透 の た め に は 
車 製品 の 充実 な ど が 求め られ る 。 
へ の ライ セン シン グ な ど 、 ま ず 市 場 自体 


、 製 品 の 


"市 場 の 育成 ? 


的 な 意思 決定 が 必要 で ある 。 


知 的 財産 に よる 市 場 の 独占 を 重視 する の か 、 他 者 に ライ セン シン グ を 行い 、 市 場 
の 利益 最大 化 を 目指 す の か 。 知 的 財産 
企業 と し て 全体 最適 を 


自体 の 育成 ・ 拡 大 を 優先 し 、 最 終 的 に 自社 


マネ ジメント は 、 技 術 経 営 戦略 に 組み 込み 、 


る 。 


お わり に 


指す 必要 が あ 


研究 開発 投資 を 確実 に 企業 価値 に 結び つけ て いく た め に 


は 、 知 的 財産 及び その 


創造 プロ セス を 意識 し た 技術 経営 が 求め られ る 。 本 章 で は 、 知 的 財産 マネ ジメント を 


er 
x 
T 


を 論じ た 。 


に お いて 知 的 財産 マネ ジメント が 果たす べき 役割 と し て 、 右 
究 開発 効率 向上 “と 事業 化 段 階 


お ける “権利 化 に よる 


技術 経営 戦略 に 組み 込み 、 有 効 に 機能 させ る こと の 重要 性 を 指摘 する と 共に 、 技 


『 究 開発 段階 に お 


市 場 コ ンー トロール“ 


知 的 財産 マネ ジメント は 、 極 め て 専門 的 か つ 多 岐 に わた っ て いる た め に 、 し ば し ば 


me 


戦略 的 方 向 性 を 掌握 し た 上 で 、 経 営 トッ メ プ へ の 情報 提供 は も ちろ ん 、 各 事業 段階 


部 に と ら わ れ が ち で ある 。 し か し 、 知 的 財産 部 門 に あっ て は 


の 主 業務 部 門 と 継続 的 、 


知 的 財産 マネ ジメント を 旨 


if 


の 技術 経営 の 


か つ 比 接 な 連携 が 求め られ る 。 一 方 、 企 業 の 経営 トッ プ は 


End RES en 


BAG. BE 
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お いて 知 的 


財産 の 観点 を 積極 的 に 取り 込み 、 有 効 に 機能 させ て いく こと が 必要 で ある 。 


知 的 財産 部 門 と 経営 トッ プ が より 近い 存在 で ある こと は も ちろ ん 、 知 的 財産 部 門 と 


研究 開発 、 マ ー ケ ティ ング な どの 各部 門 が 垣根 を 越え て 、 密 接 な 関係 を 築け る よう な 


組織 整備 が 求め られ る 。 知 的 財産 を 新た な 和 突破口 に 、 自 社 の 技術 経営 を 抜本 的 に 


見 直し 再 構築 する こと は 、 企 業 価値 増大 に 向け た 有効 な 手法 の 1 つ で あろ 2 う 。 
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@Lev Baruch (2001) /Intangibles: Management, Measurement, and Reporting, 
Washington, D.C., Brookings Institution Press.( 桜 井 久 勝 監訳 『 ブ ラン ド の 経営 と 


CE vs DR TE, 2002 Œ) 


S 


会 計 : イ ンタ ンジ ブル ズ 』 東洋 


ニュ ー ヨ ー ク 大 学 の バル ー ク ・ レ ブ 教 授 に 研究 委託 


が 
本 ) を 概観 、 分 析 。- 


一 米国 ブル ッ キ ング ス 研 究 所 
し た 成果 。 無形 資産 ( 知 的 資 


@ Sullivan Patrick H. (2000) Value-driven Intellectual Capital : How to Convert 


Intangible Corporate Assets into Market Value , New York, N.Y :J Wiley CK R Æ 


三 他 訳 『 知 的 経営 の 真髄 』 東 洋 経 済 新報 社 , 2002 4E) 


一 知 的 資産 を 企業 価値 に 結び つけ る フレ ー ム ワー ク と 方 法論 を 中 心 に 論じ る 一 


QG Edvinsson Leif and Michael S. Malone (1997) /ntellectual Capital: Realizing 
Your Company's True Value by Finding its Hidden Roots, New York : Harper 


Business.( 高 橋 透 訳 『 イ ン テ レ クチ ュ ア ル ・ キ ャ ピタ ル 』, 日 本 能率 協会 戦略 セン ター, 


1999 年 ) 


ーー スウェー デン の 保険 サー ビス グル ー プ 「 ス カン ディ ア 社 」 の 事例 を も と に 、 知 的 資本 


A 


を 論じ る 。 一 


る ⑧ 向 田 依 里 (2003)『 知 財 戦 略 経営 日 本 経済 新聞 社 。 
一 組織 能力 まで を 含 め た 広義 の 知 的 財産 を 論じ 、 そ の 価値 の 指標 化 を 試み る 。 一 


演習 問題 


(1) 知 的 財産 と は 、 何 か 。「 知 的 資本 」「 知 的 資産 」 の 二 つ の 用 語 を 使用 し て 説明 し 


な さい 。 


つ 解 答 : 第 1 節 を 参照 


(②) 技 術 経 営 に お いて 、 知 的 財産 が 果たし うる 役割 に つい て 論じ な さい 。 
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技術 移転 【Technology Transfer) 

技術 が 技術 供与 側 か ら 技 術 導 入 側 に 移転 さき れる こと を いう 。 従来 、 生 産 技術 に 関 
する 国際 間 の 移転 を 表す こと が 一 般 的 で あっ た 。 国際 間 の 技術 移転 に お いて は 、 
主として 高い 技術 力 を 有する 先進 国 の 企業 に よる 海外 直接 投資 等 を 通じ て 、 先 進 
国 か ら 発展 途上 国 へ 技術 が 移さ れ 、 発 展 途 上 国 の 工業 化 に 大 き な 影 響 を 与え て き 
75s 


近年 は 、 特 許 等 の 知 的 財産 に つい て の 組織 間 ( 企 業 間 、 企 業 と 大 学 ・ 公 的 研究 
機関 等 ) の 移転 に つい て 指す ケー ス が 多い 。 知 的 財産 の 移転 は 、 技 術 供与 側 と 技 
術 導 入 側 と の 間 で 、 技 術 ラ イセ ンス 契約 を 交わ し 行わ れる 。 近年 、 研 究 開 発 が 高度 
化 、 複 雑 化す る 中 で 、 大 企業 、 中 小 企 業 を 間 わ ず 研 究 開 発 コ スト 及 び リ スク の 増大 


に よっ て 、 一 企業 で 必要 な 研究 開発 を すべ て 行う こと が 困難 と な っ て いる 。 この よう な 


中 で 、 自 社 が 競争 優位 を 有する 分 野 に 研究 開発 を 集中 する 一 方 、 そ の 他 分 野 に つ 


いて は 、 他 者 か ら の 技術 導入 、 又 は 、 自 社 の 技術 を 供与 し ライ セン ス 収 入 に よっ て 
早期 に 研究 開発 コス ト を 回 収 す る 等 、 機 動 的 な 技術 移転 戦略 を 採る 企業 が 増加 し 


て いる 。 また 、 我が国 に お いて は 、1998 年 に 施行 され た 「 大 学 等 技術 移転 促進 法 」 
等 法制 度 の 整備 を きっ か け と し て 、 大 学 の 研究 成果 で ある 技術 を 企業 へ 移転 する 
取組 み も 進展 し て いる 。 つ 知 的 財産 ( 桐 畑 哲也 ) 


知 的 財産 [Intellectual Property) 

人 間 の 知 的 な 活動 か ら 生 み 出 され た 成果 の こと を いう 。 知 的 財産 基本 法 (平成 14 
年 法律 第 122 号 ) 第 二条 に よる と 、 知 的 財産 と は 「 発 明 、 考 案 、 植 物 の 新品 種 、 意 
匠 、 著 作物 その 他 の 人 間 の 創造 的 活動 に より 生み 出さ れる も の (発見 又は 解明 が さ 
れ た 自然 の 法則 又は 現象 で あっ て 、 産 業 上 の 利用 可能 性 が ある も の を 含 む )、 商標 、 


商 号 その 他 事 業 活動 に 用 いら れる 商品 又は 役務 を 表示 する も の 及び 営業 秘 九 そ 


の 他 の 事業 活動 に 有用 な 技術 上 又は 営業 上 の 情報 」 と 定義 され て いる 。 


知 的 財産 は 、 法 的 に 権利 と し て 保護 され て いる も の の み を 指す 狭義 の 意味 で 使わ 
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れる ケー ス と 、 法 的 に 権利 と し て は 保 
義 の 意味 で 使 


も の を 加え た 広 


日 され る ケー ス が ある 。 


護 さ れ て いな い が か が 財産 的 価値 が ある と 思わ れる 


法 的 に 権利 と し て 保護 され て いる も の の 具体 的 な 例 と し て は 、 特 許 ・ 実 用 新案 、 商 


標 、 意 匠 、 半 導体 集積 回 路 配 置 、 種 苗 、 著 作物 、 営 業 秘密 、 ノ ウ ハ ツ 等 を 挙げ る こ 


と が 出来 る 。 法 的 に 権利 と し て は 保護 され て いな い が 財 産 的 価値 が ある と 思わ れる も 


の の 例 と し て は 


組織 的 文化 、 顧 客 の 満足 等 を 挙げ る こと が 出来 る 。 H 


、 取 引 先 、 の れん 、 能 力 、 人 的 ネッ トワ ー 
d A] vr) 


無形 資産 (Intangibles) 


無形 資産 と は 、 
C, E BOSE REX UC 
物理 的 形態 また は 金 


EP ES 


計上 され な い ブ ラン ド 価 値 、 顧 客 価値 、# 


ク 、 公 式 、 


昌 合 的 企業 組織 、 


に 計上 され る 工場 、 設 備 、 在 庫 等 の 有形 資産 に 対し 


員 1 


ME. 、 ノ ウ ハ ウ 等 の 


融 商 品 と し て の 形態 を 有 し な い 資 産 こ と を 


いう 。 無形 資産 は 、 


知 的 資本 (Intellectual Capital), 知識 資産 (Knowledge Assets) と いう 用 語 と 相互 互 
換 的 に 使用 され る 場合 が ある (Lev(2001))。 


近年 、 企 業 に お ける 


無形 資産 が 注目 され る 背景 に 


は 、 企 業 の 真 の 価値 は 、 工 場 、 


設備 、 在 庫 等 の 有形 資産 か ら な る 貸借 対照 表 だ け を みる の で は な く 、 貸 借 対照 表 


に 計上 され て いな い # 


だ が 、 市 場 に 


産 の 評価 が 高い 傾向 が あ 


攻 形 資産 の 価値 に 
無形 資産 の 推計 に 当たっ て は 、 株 式 時 価 
表 に 計上 され る 有形 資産 を 差し 引い て 、 無 形 資 


産 の 価値 を 指 


こ 着目 すべ き と の 考え 方 が ある 。 


総額 と 負債 と の 合計 額 か ら 、 貸 借 対照 


E 計 する 方 法 が 一 般 的 


お ける 将来 の 成長 期待 が 高い 企業 ほど 、 有 形 資産 と 比較 し た 無形 資 


る 。 つ 知 的 財産 ( 桐 畑 哲也 ) 


リエ ゾン オフ ィ ス (Liaison Office) 


「 リ エゾ ン (Liaison)」 と は 、 フ ラン ス 語 を 語源 と し て 、 英 語 で 「 連 結 ・ 


橋渡し ・ 接 触 」 を 


意味 する 言葉 で ある 。 リエ ゾン オフ ィ ス と は 、 主として 外部 の 組織 等 と の 連携 ・ 橋 渡し 


を 円 滑 に 進め る 役 青 


を 担う セク ショ ン の こと を いう 。 主 に 
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、 大 学 と 産業 界 と を 橋渡し し 、 
大 学 の 研究 成果 で ある 知 的 財産 の 産業 界 へ の 技術 移転 等 、 産 学 連携 を 円 消 に 推 


進 す る た め の 大 学内 の セク ショ ン を 指す こと が 多い 。 


24 


